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□ごあいさつ

＜環境経営理念＞

＜環境保全への行動指針＞

１ ． 事業活動において、環境に関する法令、規則を尊守し環境保全に努めます。

２ ． お客様の生産性向上を実現すべく、最適な提案及び、商品の即納を実現しモノづくり産業に貢献します。

３ ． モノづくりを支援する企業として環境に配慮した活動に取り組みます。

４ ． 事業活動において、エネルギー、資源、廃棄物、水使用量の削減・リサイクルに積極的に努めます。

５ ． 環境保全遂行のため、全従業員に対しての環境教育を行います。

６ ． 地域の環境保全活動に積極的に参加し、地域環境活性化に取り組みます。

柳川修一

2023年6月23日

環境経営方針

　当社は、1945年に大阪で創業、1950年に『大阪工具株式会社』を設立いたしました。その後 1954 年に
『大阪工機株式会社』に改称し、2018年4月に現社名の『株式会社Cominix』へと社名変更いたしました。
この「Cominix」は当社が提供するサービスを総称するブランド名として商標登録をしており、
海外現地法人の社名に「 Cominix 」を取り入れるなど、「 Cominix 」ブランドは業界内で浸透しつつあります。

　当社はこれまで、顧客の生産性向上に寄与することで社会の発展に寄与することを基本方針に掲げ、
日本の中核産業であるものづくり産業の、その根幹に関わる切削工具と耐摩工具の販売に特化することで、
ものづくり産業の発展に貢献してきました。
また、切削工具と耐摩工具を根幹にしながらも、M＆Aを軸とした事業規模の拡大、有力な海外メーカーの発掘、
テクニカルセンターにおけるデータ分析の高度化、映像伝送分野・マシンビジョン分野の光システム製品の取り扱いや鉱物
資源ビジネス・eコマースビジネス・工作機械販売ビジネスといった新規事業の展開により、業界内での差別化を進めて参
りました。

　今後も時代の先端を切り拓き、『ものづくりに携わるすべての人々に寄り添い、世界に「できる」を生み出す。』
を存在意義として、イノベーションを巻き起こすことで社会課題の解決と持続可能な地域社会へ貢献できる企業
となるよう、社員一丸となって一層精励して参ります。

代表取締役社長

2017年10月1日制定日：

当社は今後も継続して経営活動を行うことにおいて地球環境の保全は最重要課題である考えております。
日本の産業に密接に関わる弊社は人々の健康維持と環境保全に積極的に努め、継続的改善により、
これからも地域環境と共に発展し続ける企業を目指します。

改定日：
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□組織の概要 更新日：
（１） 名称及び代表者名

株式会社Cominix
代表取締役社長　前社長：柳川　重昌(03年4月～23年6月)
　　　　　　　　　　　 現社長：柳川　修一(23年6月～)

（２） 所在地
本社 大阪府大阪市中央区南本町1丁目8番14号 JRE堺筋本町ビル
東京支社 東京都品川区西五反田3丁目7番10号 アーバンネット五反田NNビル4F
北関東支店 群馬県太田市龍舞町5134
名古屋支店 愛知県名古屋市中区千代田1丁目6番1号
広島支店 広島県広島市安佐南区大町東4丁目12番1号 グリーンコート毘沙門2階
福岡支店 福岡県福岡市博多区博多駅東2丁目6番23号　博多駅前第2ビル9階

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 総務部長代理　中村　学　　 TEL：06－7663－8321
担当者 総務部 鈴木　雄大　　 TEL：06－7663－8321

（４） 事業内容

（５） 事業の規模
売上高 万円

（６） 事業年度 4 月 1 日 ～ 3 月 31 日

□認証・登録の対象組織・活動
登録組織名：株式会社Cominix
対象事業所：全事業所

　活動 :  切削工具・耐摩工具・精密機械・環境製品光システム製品・販売および開発とサポート

□事業や製品（商品）の紹介

2023年7月12日

切削工具・耐摩工具・精密機械・環境製品
光システム製品・販売および開発とサポート

広島支店東京支社本社 合計
140名

1975200
名古屋支店福岡支店

33名
4名
10名

92名営業所・ロジ・テク従業員

232名合計

　従業員　　　 84名
40名 32名 4名

6名
12名
17名

主な事業の紹介

金属加工に用いる切削工具を取扱う販売店・ユーザーへ、生産性の向上を軸とした

提案販売を行い、生産効率の向上を目標とします。

住友電気工業「イゲタロイ」をはじめ、海外有力メーカー、独自ブランド「Cominix」をもとに展開。

商品紹介

・切削工具

工作機械に取付けて使用する。バイト・ドリル・フライスなどがあります。局部的に衝撃的な高い応力や

摩擦力を受け、高温になることから高温でも強度・靭性・硬さ・耐摩耗性にすぐれる材料が使用されます。

切削条件に応じて、炭素工具鋼・高速度鋼・焼結炭化物・セラミックス・ダイヤモンドなどが用いられます。

・耐摩工具

雄型と雌型の対となった工具の間に素材を挟み、工具に強い力を加えることで素材を工具の

形に成形する塑性加工に主に使用されます。長時間の熱・圧力・摩擦に耐えうるカスタム商品

です。

・光システム機器

8K対応商品の取り扱いをはじめとした次世代技術に対応でき、またコストダウンのご提案や

自由なカスタマイズ等、お客様のニーズに対応したご提案を行います。
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□環境経営組織図及び役割・責任・権限表 更新日： 2023年4月1日

代表取締役 柳川修一

和歌山 大阪ロジ ﾃｸﾆｶﾙｾﾝ

環境会議

大阪本社 管轄拠点 東大阪(営) 兵庫(営) 和歌山(営) 大阪ロジ ﾃｸﾆｶﾙｾﾝﾀｰ 京都※
※23年3月31日に閉所

東京支社 管轄拠点 仙台(営) 水戸(営) 埼玉(営) 厚木(営) 甲府(営)
北関東支店 長岡(営) 長野(出) 北関東ロジ 横浜（営）

名古屋支店 管轄拠点 岐阜(営) 浜松(営) 金沢(営) 三重(営) 名古屋ロジ

広島支店 管轄拠点 呉(営) 福山(営) 岡山(営) 四国(出)

福岡支店 管轄拠点 北九州(出) 南九州(出)

EA21 事務局

代表取締役 柳川 修一

内部監査チーム

環境管理責任者
中村 学

環境管理担当者
鈴木 雄大

5



役割・責任・権限

環境改善への意見提案や環境問題異常時の上司への報告

自部門における環境経営方針の周知
自部門の従業員に対する教育訓練の実施
自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告
自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施
環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚
決められたことを守り、自主的積極的に環境活動へ参加

環境関連の外部コミュニケーションの窓口
環境経営レポートの作成、公開（事務所に備え付けと地域事務局への送付）
環境経営計画の審議
環境活動実績の確認・評価
環境に関する内部監査の計画
環境に関する内部監査の実施報告

情報の収集、文書の作成
環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施
環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
環境活動の実績集計
環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理
環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

全従業員

環境経営に関する統括責任
環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備
環境管理責任者を任命
環境経営方針の策定見直し
環境経営目標環境経営計画書を承認
代表者による全体の評価と見直し、指示
環境経営システムの構築、実施、管理
EA21システムの円滑な運用
環境活動の結果実績を代表者へ報告

代表者（社長）

環境管理責任者

環境事務局

環境会議

内部監査チーム

拠点長
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□主な環境負荷の実績
単位

kg-CO2

kg
kg
㎥

※二酸化炭素排出係数 kg-CO2/kWh SBパワーの調整後の係数　

□環境経営目標及びその実績

✕

〇
✕

〇

✕

〇

95%

95% 95%
12,873

669,569

361,146

0.7
37,823 14,712

3,528

2024年
（目標）（実績） （目標）

評
価

90%
環境に配慮した社内生産
活動 行動目標（次項による）

0.9 206% 0.8
㎥ 1,040 936 900 936

基準年度比

基準年度比 2021年

上記二酸化炭素排出量合計 kg-CO2 722,846 669,569 693,470 669,569

一般廃棄物の削減
kg 3,714 3,528 3,182 3,528

基準年度比 2021年 95% 86%

98% 95%
自動車燃料による二酸化
炭素削減

kg-CO2 380,154 361,146 371,626 361,146

（基準年) （目標）

基準年度比 2021年 95%

電力による二酸化炭素削
減

kg-CO2 342,692 308,423 321,844 308,423 308,423
基準年度比 2021年 90% 94% 90% 90%

基準値 2022年 2023年

　一般廃棄物排出量 3,114 3,714 3,182

900

廃棄物排出量

kWh/百万円

18,390　産業廃棄物排出量 37,8230

0.524
水使用量 932 1,040

2021年 90% 87% 90%
水道水の削減

kg 18,390 16,551

原単位 34.815 31.333 31.096

　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

723,613 693,470
項　目 2020年 2021年 2022年

二酸化炭素総排出量 519,127

産業廃棄物の削減

936

31.333 31.333
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□環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の環境経営計画
数値目標：○達成　×未達成
活動：◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

電力による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2021年

2022年

自動車燃料による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2021年

2022年 13,055 14,708
11,704 11,079 13,518
10,781

取組結果とその評価、次年度の取組計画

1月 2月 3月
14,546 10,687 15,331 15,821 12,148 13,194 15,459 14,807 15,566
14,031 11,904 14,844 15,159 12,329 13,440 13,520 10,969 15,443

○
○

○
全体的にCO2排出係数の目標値を上回る月が多いです。ハイブ
リッド車の導入、アイドリングストップや制限速度順守の呼びかけ、
zoomを活用した会議により支店への訪問を減らし、営業車の無駄
な使用を減らすよう心掛けていますが、次年度は目標値を下回る
継続して呼びかけが必要かと検討。

達成状況

41,216 34,426 51,326 64,143 71,553 63,666
63,718 66,856 64,176

64,842 68,313 52,51749,529 38,435 64,842
43,721 56,08547,467

　

・アイドリングストップ

　

・効率的なルートで配送

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

33,299

9月 10月 11月 12月6月 7月 8月

・環境に配慮したハイブリッド車を導入

4月 5月

数値目標 ✕

数値目標 ✕ 新型コロナウィルスの感染が減少傾向にあり、事務所での待機時
間が減りました。しかしながらやむを得ないデスクワークによるOA
機器の使用、また気温の変化による空調設備の使用につき、CO2
排出係数の目標値を達成できない月が有りました。次年度は社内
での呼びかけ等を通して、目標値・累計評価の達成を目指す。

・不要照明の消灯 ○
・クールビズ・ウォームビズの実施 ○
・ハイブリッドワーク定着 ○

42,838

取組結果とその評価、次年度の取組計画達成状況

45,129 32,120 58,565 60,232

0

20,000

40,000

60,000

80,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

電力（kWh） 2021年 2022年

0

5,000

10,000

15,000

20,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

ガソリン（L) 2021年 2022年

初

回

の
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一般廃棄物の削減

取組紹介欄

2021年

2022年

産業廃棄物の削減

取組紹介欄

2021年

2022年

取組結果とその評価、次年度の取組計画

○
・帳票の電子化による印刷物の削減 ○

コロナ禍の時に比べ、出社機会が上昇しほぼ通常出勤となりまし
たが、DocuWorksの活用、社員の心掛け等により目標より下回る
結果となりました。次年度は継続して目標数値を下回る結果を目
指します。

0

252

580 7,350

2月 3月

291 304 323

0 410

281 286
9月 10月 2月

12月 1月

3月
331

1月11月 12月

358 255 36,69042 42 69 60

267 285 259 266
331

9月 10月

05,950

取組結果とその評価、次年度の取組計画

11月

251 265

数値目標 ✕ 累計評価は4月～2月までは目標を達成していました。しかしなが
ら3月は東京支社の移転が有り、不要になった事務用品など大量
の産業廃棄物が出てしまいました。この為、産業廃棄物の累計は
目標の数値より上回る結果となりました。次年度は大量の産業廃
棄物が出る予定は今のところ有りませんので、目標の数値を下回
れるようにします。

・分別の徹底 ○
・産廃となりうるものはなるべく使用しな ○
・使用できるものは出来る限り使用する ○

4月

達成状況

290 282 410 295 286
278 270 263 267 259

7月 8月6月

達成状況

数値目標 ✕
・分別の徹底

4月 5月

38

930 40 0 0 2,800

5月 6月 7月 8月

63 94 49 63

0

200

400

600

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

一般廃棄物（kg） 2021年 2022年

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
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月
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月
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産業廃棄物(kg) 2021年 2022年
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水道水の削減

取組紹介欄

2021年

2022年

環境に配慮した社内生産活動

取組紹介欄

・ZOOMやoViceを用いた、リモートワークを適宜取り入れることで効率化や対面を避けた営業活動を行いました。
・rakumo、等電子請求を用いることで、紙の発行を極力減らし、また電子化により資料の保存、整理が行いやすく
　なりました。
・頻繁にデスク周り、営業車内の整理を呼びかけ、5S活動を促進しました。

7月

75 75 75
95 75

1月 2月
75 75 75 75

75 75 75 75 75

4月 5月

75 75 75 75
9595

8月
9595 95 95

6月

目標数値の変動により11月から実績が目標値を上回りましたが、
累計値を比較すると目標値を下回っています。次年度は累計だけ
でなく、月ごとの実績が目標値を下回り、85%を目指します。

9月 10月 11月 12月 3月

取組結果とその評価、次年度の取組計画

・Cominix-on-lineシステム見直し ○

・全社における社内業務のDX化の推進 ○ コロナ禍が下火となり、テレワークの解除が増えておりますが、状
況次第では臨機応変にテレワークを取り入れています。次年度
は、出社とリモートワークの使い分けによって効率化を図り、環境
に配慮した社内生産活動を継続しています。

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画

○
・漏水の監視

・全社的なリモートワークの実施 ○
・5S活動の推進 ○

達成状況

数値目標 ✕
・現状維持

○
・水道設備の定期メンテナンス ○

　

0

50

100

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

水道水（㎥） 2021年 2022年
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□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無
法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

空気圧縮機

□外部からの環境上の苦情・要望等

□緊急事態対応の試行・訓練

緊急事態の想定： 火災の発生
■実施日： ■実施場所：
■参加者：

■実施内容： ☑通報訓練　☑消火訓練　☑避難訓練

■評価： 手順書の変更の必要性 □ あり ☑ なし

■実施状況の様子

緊急事態の想定： 火災の発生
■実施日： ■実施場所：
■参加者： ■実施内容：

■評価：☑通報訓練　☑消火訓練　☑避難訓練 手順書の変更の必要性□ あり ☑ なし

■実施状況の様子

⇒2022年度は外部からの苦情は有りませんでした。

全社員

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

適用される事項（施設・物質・事業活動等）
一般廃棄物、産業廃棄物（廃プラ、廃ガラス、木くず等）廃棄物処理法

適用される法規制

フロン排出抑制法

2022年10月28日 東京支社
全社員

・流出事故対応、通報訓練

火災発生時に対応できるよう、消火器や火災報知機の位置を確認した。
避難の際の動きを再認識し、社員全員で避難活動を行った。
訓練において手順通り行動することは出来ました。

訓練において手順通り行動することは出来ました。
しかしながら実際に火災が発生し、パニックの状態でかつ訓練と異なる状況に陥った場合、適切に対応でき
るかが問題となると思います。予期せぬ事態に対応できるよう、今後の訓練も検討していきたいです。

2022年11月18日(火) 大阪本社(JRE堺筋本町ビル)

業務用空調機

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

顧客要求事項 生産性向上、品質管理　

騒音規制法
振動規制法 空気圧縮機
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□代表者による全体の評価と見直し・指示
実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 □ 変更なし ☑ 変更あり 実績を踏まえて見直すこと

実施体制他 ☑ 変更なし □ 変更あり

□これまでの環境活動の紹介

環境経営目標に関して、数値目標の未達成が多く、取り組みの強化と目標数値の見直しを行います。
新型コロナウィルス対策が2023年5月より5類感染症に分類変更され、感染症対策による就業体制から
元に戻りつつあります。

働き方の見直しを改めて行い、環境に配慮した業務活動を取り組んで行く必要があります。
各営業所内以外にも、ロジスティックセンター、テクニカルセンター等への改善を行っていきます。

・組織を取り巻く経済環境
世界的なGX活動の加速により、内燃機関の電化、脱炭素社会実現に向けての動きが加速している。
現在弊社の主力製品である、切削工具の国内需要は減少して行くものとみられます。
当社では、2023年より設備販売部を立上げ、切削工具の専門知識を生かした環境負荷低減可能な設備を含めた
製造ライン全体での提案体制を構築すべく取組を行っております。

・弊社では商材探索分科会の活動を通して、ものづくり産業の持続可能性に配慮した資源の有効活用と
脱炭素社会実現への貢献に対応しうる商材の開発に取り組み、ものづくりの真の生産性向上に資する耐久性の
高い製品の発掘・拡販・廃棄物削減に関する取り組みを行ってまいります。

2023年9月11日
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□次年度の取組
基準年がコロナ禍の期間の為、リモートワークの導入、オフィスへの出社率低下により、廃棄物や水道水の量が
減少しておりました。
結果として、今年度は目標数値を達成できない点も有りましたが、基準年の実績に並ぶような結果となったかと
思われます。

次年度には営業所の移転も有り、環境への配慮が異なってくるかと思いますが、積極的に取り入れるものとして、
拠点で使用している電力を地域電力からリコージャパン㈱が提供する『実質再生可能エネルギー100%』の電力へ
切り替えを行います。

上記電力を取り入れていることを証明書を利用して社内外に発信し、環境への更なる配慮を行うように致します。

□編集後記

今年4月より総務部へ異動となり、それに伴い初のエコアクション21への参加となりました。
社内環境に関わる物事や制度は初めて知るものがほとんどであった為、戸惑うことが多かったです。

必要なデータを探して入力を行い、時には県外の自治体に連絡を取り、前回の資料作成者や支援者の方々のご意見を
一言一句聞き漏らさないようにし、資料作成に努めました。

エコアクション21への参加を通して『SDGs』や『カーボンニュートラル』、『脱炭素』といった環境問題関連の用語に触れ、
一見我々の営業活動とは無縁と思っていたこれらの用語が、実は関係があることを実感しました。

環境問題への対策として、昨今ではいくつかの支店に於ける電力を『実質再生可能エネルギー100%』のものに切り替える
ようにし、また証明書を発行、掲示することで弊社が環境問題に取り組んでいることを可視化しました。

まだまだ改善できる余地が有るかと思いますので、エコアクション21への参加を通して、弊社が更に環境問題へ
取り組みつつ、営業活動を進めていけるように目指します。

ご支援いただきました皆様に心から感謝を申し上げます。
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